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事　務　執　行　概　要
令和４年度の大阪経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が和らぎ、社会経済活動の正常化が進んだことにより、緩やかな持ち直し基調が続いた。消費が緩やかに持ち直し、輸出額が増加し、設備投資は前年並の水準であった。持ち直しが続いていた生産は、年後半にやや弱い動きになったが、雇用は、完全失業率が改善し、有効求人倍率が上昇するなど持ち直した。
商工労働部では、こうした経済・雇用情勢を踏まえ、また、大阪府中小企業振興基本条例の趣旨も踏まえつつ、国や市町村、経済団体や金融機関、支援機関等と連携しながら「中小企業等の支援機能の強化」、「新たな産業創出、起業支援、投資促進」、「健康・医療関連産業のクラスター形成」、「多様な人材の活躍支援」に取り組んだ。
○　「中小企業等の支援機能の強化」については、「大阪産業局による中小企業支援サービスの充実・提供」、「新事業展開支援」、「事業承継支援」、「商店街等の活性化」、「MOBIO(ものづくりビジネスセンター大阪)等での総合的支援」、「デジタルトランスフォーメーション（DX）推進」、「金融支援」や「国際ビジネス支援」等に取り組んだ。
・「大阪産業局による中小企業支援サービスの充実・提供」については、府市の中小企業支援団体である大阪産業局が、企業ニーズ等に応じて機動的に事業を実施できるよう府カウンターパートで綿密に調整を行い、事業実施効果がより高まるよう取り組むとともに、必要な事業費を「大阪府中小企業支援交付金」として交付した。
・「中小企業の新事業展開支援」については、ポストコロナを見据え、新事業展開に係る計画策定から課題解決までの伴走支援、脱炭素（SDGｓ）をふまえた企業ブランディングを行い、新事業展開や事業再構築への支援を実施した。

・「事業承継支援」については、商工会・商工会議所や金融機関等の支援機関、国・市町村などと連携し、大阪産業局とともに集中的に取り組み、第三者承継による円滑な経営資源の移転支援や事業承継診断、事業承継セミナー等を実施するとともに、事業承継計画の策定支援など、伴走型支援を行った。
・「商店街等の活性化」については、コロナ渦の影響が続く中、地域商業や地域コミュニティの担い手として重要な商店街において、コロナ禍からの回復に向けた需要喚起の取組としてポータルサイトによる魅力発信や特設ECサイトの開設などによる販路拡大の支援を実施した。また、新しい生活様式（ニューノーマル）に沿った「ICT活用」や、地域内経済を循環させる「バイローカル」の『モデル創出』に取り組むとともに、その『成果の普及』を通じて、市町村・商店街の取組を後押しすることで、商店街の持続的な発展に繋げた。
・「MOBIO(ものづくりビジネスセンター大阪)等での総合的支援」については、MOBIOではビジネスマッチングや産学連携、知的財産活用、販路開拓等の支援や企業・製品のブランド力向上に取り組んだ。また、（地独）大阪産業技術研究所では、技術支援や成長産業分野の研究開発、顧客サービス向上に向けた支援に取り組んだ。
・「デジタルトランスフォーメーション（DX）推進」については、データやデジタル技術を活用して中小企業の課題に応じたDX推進に資するソリューションを提供できる企業「大阪府DX推進パートナーズ」や大阪産業局と連携し、人材育成講座の開催や専門家派遣等による伴走支援に加え、新たに「オオサカＤＸメソッド」として、ＤＸ人材に関する情報発信や民間ＩＴ企業と連携したオンライン研修を無償で提供するほか、求人企業とのマッチングを実施するなど府内中小企業のDX推進を支援した。

・「金融支援」については、コロナ禍により、経営に影響を受けている中小企業の資金繰りを支援する「新型コロナウイルス感染症対応緊急資金」や経営改善等に取り組む事業者を支援する「新型コロナウイルス感染症伴走支援型資金」など既設のコロナ関連融資等を継続して実施するとともに、過剰な債務を抱えた企業の事業再生を支援する「新型コロナウイルス感染症経営改善サポート資金」を創設した。
・「国際ビジネス支援」については、大阪産業局をはじめ、ジェトロや海外政府機関等と連携し、現地市場の最新情報を提供するセミナーの開催や、海外展示会の出展支援等を実施するとともに、大阪外国企業誘致センター（O-BIC）を活用した海外企業の進出促進等に取り組んだ。
· 「新たな産業創出、起業支援、投資促進」については、「2025年大阪・関西万博を視野に入れた新たな産業の創出」、「起業家の発掘・成長支援及び企業の育成・輩出」、「産業用地の確保、企業誘致、投資による産業集積の維持・促進」に取り組んだ。
　・「2025年大阪・関西万博を視野に入れた新たな産業の創出」については、カーボンニュートラルに資する最先端技術の開発や実証等への補助制度や、バイオプラスチック製品のビジネス化に向けた課題やニーズに関する調査分析を実施し、社会実装の促進に取り組むとともに、SDGsビジネスの創出や成長支援としてSDGsビジネスマッチングイベントを開催した。また、空飛ぶクルマの実現に向けた取組として、大阪版ロードマップ（令和４年３月策定）に基づき、離着陸場の設置場所、ビジネス開発、社会受容性向上など、大阪での取組が必要な課題について調査・検討するとともに、実証実験などの事業者主体の各種取組を支援した。
　・「産業用地の確保、企業誘致、投資による産業集積の維持・促進」については、市町村のまちづくりと連携した産業用地創出に向けた取組を進めるとともに、市町村域を超えた、より広域での用地情報や企業ニーズの共有、意見交換を行う「地域検討会」を新たに開催した。また、立地優遇制度の活用やプロモーション活動により企業立地の促進に取り組むほか、府内に本社を設置する外資系企業に対する支援により対日投資を促進した。
　・「起業家の発掘・成長支援及び企業の育成・輩出」については、ビジネスプランコンテスト等を通じた有望起業家の発掘及び成長支援に加え、スタートアップ・エコシステムの拠点形成のために、大阪スタートアップ・エコシステムコンソーシアムの運営等に努め、将来のリーディングカンパニー候補となる企業の育成や輩出を目的として、事業立ち上げ時に必要とされる専門的な支援の実施や、成長期にあるスタートアップに対し、先輩経営者等とのつながりを提供しさらなる発展支援を行った。
○　「健康・医療関連産業のクラスター形成」については、創薬・ライフサイエンスをコンセプトとする「彩都」に続き、健康・医療をコンセプトとする「北大阪健康医療都市（健都）」、再生医療をベースに未来医療の産業化や、国内外の難病患者等への未来医療の提供による国際貢献を推進する「未来医療国際拠点」といったそれぞれ特色のある拠点形成と、府内及び関西圏の拠点間連携にかかる取組を実施した。

・「彩都」においては、拠点性の維持・向上のため、ベンチャー企業等に対する研究開発支援や彩都内外の企業・研究機関間の人的交流の促進等を行った。
・「健都」においては、国立循環器病研究センターや国立健康・栄養研究所を核とした健康・医療関連企業等の集積・連携体制構築等を推進した。また、健都における企業間交流・産学連携を促進するとともに、府内企業や府外の産業拠点等と健都を広域的につなぐワンストップ窓口機能構築に向けて、窓口の試行運用等を行った。
・「未来医療国際拠点」においては、その形成に向け、再生医療の将来需要を踏まえたサプライチェーンのあり方や安全・安心を担保する仕組みについて調査検討を行うとともに、再生医療の情報発信のあり方に関する包括的な計画を策定した。また、未来医療の産業化に向けた支援について、国へ要望を行った。
・「拠点間連携」については、彩都・健都・中之島の３拠点が連携したライフサイエンス分野におけるスタートアップ・エコシステム構築に向け、課題を整理するとともに、拠点のラボ運営事業者の役割や取組を盛り込んだアクションプランを策定した。
· 「多様な人材の活躍支援」については、「OSAKAしごとフィールドを軸とした総合支援」、「公共職業訓練を通じた就職支援」、「民間人材サービス事業者と連携した緊急雇用対策」や「労働環境の改善支援」等に取り組んだ。
・「OSAKAしごとフィールドを軸とした総合支援」については、女性、若者、高年齢者等、コロナ禍での影響が大きい求職者を重点的に支援し、特別相談窓口にて対応した。また、人材ニーズの高い業界や業種を中心に、求職者が経験していない業種への就職支援を行った。
・「公共職業訓練を通じた就職支援」については、高等職業技術専門校において、ものづくり分野を支える産業人材の育成や障がい者等のスキルアップを実施しているほか、社会福祉法人等の民間教育訓練機関を活用し、離職者の再就職を支援した。
　・「民間人材サービス事業者と連携した緊急雇用対策」については、令和２年10月から、緊急雇用対策特設ホームページ「にであう」を開設し、求職者と企業のマッチングの支援を継続するとともに、令和４年９月まで雇用促進支援金の支給を行った。また一方で、コロナ禍等の影響を受け、離職（求職）期間が長引いている方や非正規雇用で長期間働いている方を中心に、人材不足中小企業への正規雇用につなげるとともに、企業の人材育成をバックアップすることで就職・職場定着に向け総合的に支援した。
　・「労働環境の改善支援」については、職場トラブルの防止・解決支援として、労働者や事業主等に対する労働相談の実施や、労働関係法令、労働関係情報の啓発・提供を行った。また、中小企業における労働環境改善に向け、個別訪問やオンライン等の方法により事業所への支援を行い、課題分析や助言を行うなどの取組を推進した。さらに、中小企業におけるテレワークの導入・定着等の支援を行い、働き方改革を促進した。
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